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１．はじめに

企業の根源的な目的は，その維持発展にある。それに向けた取り組みは昨今，厳しさを増してい

る。かつて高機能の家電製品の代名詞であったmade in Japanは，無用の長物と化し，多くのユー

ザーから見放されている。日本市場は，グローバル企業からみると将来性に乏しく，相対的に魅力

が減退してしまった。

こうした中で，維持発展を実現させるためには，継続的イノベーションの創出が欠かせない（十

川［２００９］）。企業は，存続に向けて，単に高機能というのではなく，顧客が求める価値の高い新た

な製品やサービスを常に創りだしていかなければならない。

このことを根底で支えているのが，組織能力である（慶應戦略研究グループ［２００２］）。組織の存

続には，大変優れた個人の力や，偶然の産物ではなく，組織的にしかも必然の産物としての製品開

発やサービスの継続的な提供が求められる。

このような「組織能力」に関する研究は近年，日本の中でも大数観察による実証研究が蓄積され

てきている１）。その中で，本事例研究シリーズで注目したいのが，従業員，個人の活動である。イ

ノベーションの源泉として個人の創造性が期待され，そのために個の主体性を尊重すべきである（馬

塲［２００５］）と主張してきたが，それを実現できない組織的要因が見られるからである（馬塲［２００７

a］）。

個の主体性を阻む要因は理論的に３つ指摘されている（中村，馬塲［２０１３］）。１つは，個人の意

識の問題である。個人には，元々挑戦しようという気質と，従来通りのままで進めていこうという

気質が混在しており，常に新たな挑戦を続けることが困難なのである。２つ目は，組織の問題であ
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る。組織が計画的に取り組む場合，個人に対してコントロール重視になりがちであり，個人の創造

性を阻んでしまう可能性がある。３つ目は，環境変化への対応の問題である。不連続に変化する外

部環境に対して，連続的にしか変われない組織や個人が対応するのは非常に難しい課題である。

このような問題を紐解くために，事例研究を行ってきた（馬塲［２００７b］，［２００９］，［２０１１］，［２０１２］，

［２０１３］）。これまで，過去に培われた技術の展開，企業が計画的・誘発的２）に取り組むことと，創発

的・自律的に取り組むことのパラドックス，短期の問題と長期の問題の融合などが明らかになって

きた。

そこで今回は，とりわけ事業規模がグローバルに展開している中で，どのようにグループを取り

まとめながら，従業員の挑戦を促しているのかに着目し，分社化に積極的で従業員の挑戦を育む風

土を形成している矢�グループと加賀電子にヒアリング調査を行った。

２．矢崎グループ

矢崎グループは，矢崎総業株式会社（以下，矢崎総業）を中心とした，海外グループ９４法人およ

び特定公益増進法人１法人からなる事業組織である。グループは，日本を含む４２ヵ国１６０法人４４０拠

点に展開し，従業員規模は２３万人に及ぶ。日本国内では，自動車部品を中心としながら，電線，ガ

ス機器，空調機器，太陽熱利用機器などを取り扱っている。設立後，７２年を迎え，海外や国内子会

社に積極的に分権化しながらも，家族主義によるグループの一体感の醸成に取り組んでいる。そこ

で，執行役員経営企画室長の大川敬仁氏並びに，広報部に，分権化と集権化の融合についてお話を

伺った。

【矢崎総業の概要】

矢崎総業の前身は，１９２９年に矢崎貞美氏が自動車用電線の販売を始めたことにさかのぼる。その

後，ワイヤーハーネスを生産する尾久工場を開設し，１９４１年に矢崎電線工業株式会社が設立された。

戦後，ワイヤーハーネスや計器を中心とした自動車部品の開発・製造・販売を拡大させた。１９６２年

には，早々にタイに電線ケーブルを生産する合弁会社を設立した。その後，１９６３年にはガスメータ

ー，１９７１年に太陽熱を利用した温水器の販売も開始し，事業の多角化を進めている。１９７４年に創業

者の急逝に伴い，二代目社長に矢崎裕彦氏（現会長）が就任した。現社長の矢崎信二氏は三代目の

社長になる。

矢崎グループは創業以来「世界とともにある企業」「社会から必要とされる企業」という社是を

掲げている。この社是を実現させるために，以下の経営基本方針に従い事業を運営している。

［１］新しい発想とたゆまぬ努力で企業効率向上をはかり，世界中のお客様に最高の価値を提供す

る。

［２］法を守り，地域の文化を尊重した企業活動を行い，社会発展に貢献する。

［３］環境／安全を最優先とした企業活動を行い，社会発展に貢献する。

［４］オープンでフェアな取引に努め，共存共栄を図る。

［５］人を大切にし，個人／チームワーク能力を最大限引き出せる企業風土を育て，個人の夢に貢

献する。

昨年，多くの事業を主に OEMで展開される自動車関連の部門と，自社ブランドで展開されるそ
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の他の事業（矢崎エナジーシステム）に分けた事業再編を実施した。約５０年ぶりの大きな組織改編

となる。

【事業展開】

矢崎総業は，電線から自動車用のワイヤーハーネスへ展開した。ワイヤーハーネスは，自動車メ

ーカーや個々の自動車ごとに異なるため，自動車メーカーと共同開発を行う。すなわち，B to B

事業である。一方，ガスメーターや太陽熱利用機器は，B to C製品であり，ビジネスの進め方が

異なる。組織改編はそのような事業の違いを反映させたものであった。

このように，様々な事業を展開しているものの，人事制度は，グループで基本的に同一のものを

運用している。グループ内で，人事異動も行っている。グループ法人は国内外合わせると１６０法人

に及ぶが，基本的に，機動的な判断に重点を置き，意思決定のスピードを追求した結果としての分

社化と言える。

意思決定のスピードを速める必然性は，広範にわたる海外事業にも表れる。タイから始まった海

外進出は５０年を超えた。主として自動車関連で展開されている海外事業であるが，顧客である自動

車メーカーが世界に展開したため，共に海外進出をはかった結果である。現在，４２ヶ国に生産拠点

を構えている。これらを大きく北米中米，欧州・アフリカ，中華圏，アジアパシフィックの４つに

区分けされている。それぞれ，アメリカ，イギリス，上海，日本とそれぞれの地域において中心と

なる拠点を設けている。これらの地域では，社是に掲げている社会から必要とされる「現地」の企

業として，現地を尊重した運営を行っている。加えて，時差や物理的距離を考慮すると，可能な限

り，現場での判断が可能なように，権限委譲をはかり，機動的対応を行わなければならない。その

ため，現地の採用や現地従業員の管理職への登用も積極的に行っている。

【他事業との交流】

分権化をはかり分社化を進めていながらも，グループのリソースを多岐にわたる事業に活かすた

めに，他事業との人事交流や，開発上の協力はしっかりと行われている。人事交流については，人

事評価体系が同一であるため，交流の障壁は低い。ただ，自動車関連の事業規模に比べて，その他

の事業規模が大きくないため，結果として，それほど多くは行われない。

また，自動車関連以外の開発は日本で行っている。とりわけ東海地域に分散して所在している。

例えば，ガス機器は天竜，計装は島田といった具合である。その中で，横の連絡を定期的にとり，

face to faceのミーティングを行い，情報交流を行っている。一方，全社横断的な研究拠点である

技術研究所が裾野市と横須賀市そしてアメリカにある。そのため，年に数回定期的にミーティング

をもち，戦略の方向性を決定したり，修正・確認を行っている。また，技術者レベルであれば，頻

繁に交流がもたれる。裾野には，ワールドヘッドクォーターズ（WHQ）があり，国内外に展開し

ている部門との交流の拠点となっている。メールでやりとりできる情報には限りがあるため，早期

からテレビ会議システムを導入し，交流の充実をはかっている。

【矢崎グループの一体感】

分社化をはかる一方，矢崎グループとしての一体感の醸成も同時に進められている。その根幹は

家族主義である。同じ矢崎のマークをつけて働いており，同じ矢崎の一員としての誇りを高める取
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り組みが行われている。例えば，従業員の子女すべてを対象としたサマーキャンプもその一つであ

る。サマーキャンプは全部で３種類展開されている。第一に，国内の従業員約２万人の子女を対象

とした国内サマーキャンプである。彼らが小学校５年生になった時，静岡県東部を中心に，チーム

ワークや環境問題を取り扱ったキャンプを実施している。第二に，海外サマーキャンプである。彼

らが中学２年生になると，中国やタイなど矢崎グループが展開している海外拠点に，現地の歴史や

文化，習慣などを学ぶ，海外キャンプを実施している。国内の取り組みは３０年以上も継続して行っ

ており，可能な限り優先させて実施している。リーマンショックの際も，１年間先送りをして実施

した。第三に，海外で働く２０万人以上の従業員の子女を対象としたサマーキャンプ in Japanであ

る。これも２０年以上にわたって継続して行っている。このように，全世界の従業員に対して，家族

主義を徹底させ，One Familyであることを実感してもらっている。

これらは，非上場企業であるからこそできることだという。こうした行事には，多くの経費がか

かる。上場することによって，株主への還元が求められると，真っ先に削られる可能性が高い。そ

のため，矢崎独自の経営理念を実現するために，上場していないという。このほかにも雇用面，人

材育成面で矢崎グループ全体の長期的発展をにらんだ施策が数多くみられる。いずれも非上場オー

ナー企業だからできることであると認識している。このことを従業員とも共有しているため，定着

率は高いという。

創業家は，従業員に直接対面する機会も数多くあるという。勤続２０年，３０年，４０年の節目はもち

ろんのことながら，年始に従業員とその家族に向けて情報を発信している。この年賀の挨拶には，

家族で訪れる従業員も多いという。また入社を希望する従業員の子女の入社も可能で，親子三代に

わたって矢崎に勤める家族もある。WHQがある，裾野の敷地内には，独身寮や家族寮，社員食堂

が完備されており，格安で生活を営むことができ，社内結婚率も高く，文字通り，家族と一体とな

った企業と言えよう。

グループとしての一体感を高めるため，地域採用はあるものの，大卒採用については，グループ

として一括採用しており，給与体系はグループで変わらない。福利厚生もすべて同一である。従業

員の生活に働く場が大きく入り込んでいるため，雇用に関する責任は重い。そのため徹底した雇用

重視の姿勢を維持している。一方，ビジネス上，激しい国際競争にさらされているため，評価につ

いては必ずしも年功序列ではない。

海外の事業拠点は，昨今，イタリヤやロシアなど，既存の企業を買収することによって展開して

いる。可能な限り現地のやり方を尊重しながらも，買収先のメンバーとの交流を積極的に行い，矢

崎イズムの浸透をはかっている。例えば，近隣のスタッフを派遣したり，現地から日本に来てもら

う機会を頻繁にもうけるとともに，食堂を一つにし，現地の人達や出向者と一緒に食事をとるよう

にしているという。

【雇用の尊重】

国内，海外で共通して重視しているのは，雇用の確保である。その姿勢が受け入れられているよ

うに感じられているという。国内であれば，生産拠点を海外に移し，空洞化が起きても雇用は守る

姿勢を貫いている。例えば，農業やリサイクル，高齢者施設へ事業展開を行っているが，これらは

地域の雇用を守るために始めたことであるという。その地域で必要とされているものを事業として

展開している。例えば，新潟では，栃尾のあぶらあげが地場産業として根付いている。ここで排出
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されるおからに着目した。おからは燃やすのが大変であり，処分に要するコストを無視することが

できない。そこで，おからを回収し，発酵させ肥料にし，農家へ販売する取り組みを始めた。一見

すると本業に関係ない事業であるが，社是の実現を目指した結果でもある。地方では，雇用確保の

ために誘致を受けて工場を建てるケースが多く，受け入れていただいた以上は，可能な限り雇用を

維持し，地域にご迷惑をおかけしないように努力しているという。

海外でも同様である。オーストラリア向け自動車部品を供給する向上をサモアで運営している。

ここでも雇用維持の姿勢を貫いているという。

【海外人材の育成】

今後，海外へのさらなる展開をにらみ，人材育成にも積極的に取り組んでいる。特徴的な取り組

みが，大卒新入社員向けに２０年近く行っている，海外アドベンチャースクールである。卒業後１年

間，入社を保証しながら，海外の渡航費と生活費を矢崎グループが負担し，海外の好きな場所で自

由に過ごせるというものである。年度にもよるが，内定者の３割から４割がこの制度を利用してい

る。

この制度は，自由度が高いが，すべて自分で計画し，必要以上の資金は与えられない。このよう

な厳しい側面を訴え，強い意志と覚悟がないと挑戦できないようにしている。その結果，意識を高

めるプロセスとしても効果を発揮するとともに，早い段階で，若手にとっては困難な海外駐在に出

る従業員も育ってきている。この取り組みによる語学力の向上は副産物であり，むしろ，異文化適

応力を重視しているという。加えて，学生にとっては，他社に類を見ない珍しい施策であり，採用

に向けて良い宣伝効果も発揮しているという。

【管理コストの削減】

理念の徹底や雇用，人材育成関連の施策は，多くのコストがかかる一方，長期的展望にたったも

のであるため，成果の定量化が難しい。もちろん，非上場オーナー企業だからできることではある

が，このような施策を支えるために，徹底して管理コストの削減に努めている。例えば，裾野市に

本社機能を集約しているのもその一環である。間接部門の人員も可能な限り最小限にとどめ，組織

全体としての生産性を高めている。

【インタビュー情報】

インタビュー日時 ２０１３年４月１７日 １３：３０－１５：００ 於：Y―CITY内WHQ

インタビュイー：矢崎総業 執行役員 経営企画室長 大川敬仁氏

広報部広報チームリーダー 齋藤大地氏

インタビュアー：馬塲杉夫

【矢崎総業株式会社（２０１２年６月現在）】

設立 １９４１年１０月８日

代表取締役会長 矢崎裕彦氏

代表取締役社長 矢崎信二氏

資本金 ３１億９１５０万円
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主要国内グループ会社 矢崎計器株式会社（１９５０年設立）

矢崎部品株式会社（１９５９年設立）

矢崎エナジーシステム株式会社

（１９６３年矢崎電線株式会社として設立，２０１２年商号変更）

グループ法人 計１６０法人

グループ従業員 ２２６３００名（グループ国内従業員２１４００名）

【インタビュー内容の引用・参考文献】

矢崎総業 HP http : //www.yazaki-group.com/

矢崎総業 ２０１２会社案内

矢崎総業 社会環境報告書２０１２

YAZAKI INFORMATION Vol.１―１２

３．加賀電子株式会社

加賀電子株式会社（以下，加賀電子）は，１９６８年に設立以来，部品商社としてエレクトロニクス

関連で常に最先端に挑み，時代を先取りしてきた。例えば，インベーダーゲームや家庭用ゲーム機，

たまごっち，アップル関連の製品は，いずれも加賀電子が部品を提供したり，販売代理店として企

業と企業をつないできた。昨今は，商社の枠を超え，コンサルテーション，企画，開発，部品調達，

生産，販売までエレクトロニクス関連では川上から川下まであらゆるビジネスへ展開している。い

ずれも顧客のニーズに応えた結果であり，スローガンとして掲げた「すべてはお客様のために」を

実践している。

このような新しい取り組みを継続して実現するためには，従業員が新しい取り組みに積極的に挑

戦し続けなければならない。そこで，加賀電子の創業者であり，現会長である塚本勲氏に，なぜ従

業員が失敗を恐れず，挑戦し続けることができているか，を中心にお話を伺った。

【加賀電子の概要】

加賀電子は，塚本勲氏が１９６８年２月に父から借りた２０万円を元手に創業し，その年の９月に株式

会社として設立された，エレクトロニクス関連の総合商社である。日本におけるエレクトロニクス

産業の発展と共に，組立加工企業へ部品を供給し，発展してきた。組立加工企業は，通常，部品企

業に個々に発注しなければならない。この場合，１つでも部品の納期が遅れることで，ラインが止

まるとともに，すでに納入された部品企業に代金を支払わなければならない。ところが加賀電子が

部品を一括（キット）で納入することで，発注の手間が省けるとともに，部品未納入によりライン

が止まるリスクは変わらないものの，代金の支払いリスクは加賀電子が請け負うため，避けられる。

また，一括納入のため，価格交渉も容易となる。エレクトロニクス製品が複雑になり，多くの部品

が求められるようになるとともに，加賀電子のビジネスが評価されることとなった。

同時に，いくつかのブームが到来した。インベーターゲームや家庭用ゲーム機がその好例である。

これらのブームを契機に事業の拡大を実現させ，組立加工企業との信頼を構築してきた。このこと

は，部品メーカーとの取引の増大にも結びついている。多くの部品メーカーにとって加賀電子との
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取引は，組立加工企業との直接取引よりも規模が大きくなるため，部品メーカー間の価格競争力を

身につけることができる。そのため，部品メーカーとの信頼も高まることとなる。このように，川

下，川上，双方とのビジネスを継続した結果，現在は，電子部品・半導体ビジネス，EDMSビジ

ネス，情報機器ビジネス，ニュービジネス（アミューズメント事業，視覚化ビジネス等々）へ展開

している。

【変化の激しいエレクトロニクス業界】

エレクトロニクス業界はアナログからデジタルへ，そして ICTの絶え間ない技術革新の結果，

常に不連続に変化してきた。大きな変化だけではなく，その中で数回のブームもある。そのため，

エレクトロニクス関連の部品商社として創業した加賀電子にとっては，その時代に合わせて，ある

いは，時代のちょっと先を見越して，常に新しいことに取り組んでいかなければならなかった。例

えば，携帯電話も，アナログからはじまり，デジタル化，半導体の技術革新により複合化が可能と

なり，カメラやテレビまで付加された。そして今やスマホの時代である。それぞれの製品は，売れ

る時は爆発的に売れるが，次の製品の登場やブームが去ると，アッという間に取り残されてしまう。

テレビゲームにせよ，「たまごっち」にせよ，同様であった。絶えず，新しいものを追いかけざる

をえないし，変わっていかないと生き残っていけないのである。

また，技術革新だけではなく突然変化が訪れることもある。これまでアップル社と年間約２００億

円もの取引を計上していたが，２０１０年度にアップルの事業改革で取引が停止されてしまった。また，

その他の部品メーカーとの取引も様々な理由で突然縮小され，リーマンショック後，合計約５００億

円もの取引がなくなってしまった。売上を維持するためには新たに同程度の規模のビジネスを創り

だしていくことが求められたのである。

【危機感と挑戦的風土の形成】

このように，あっという間に１００億円などなくなってしまうような経験を全社的に幾度となく経

験している。そのため，ビジネスを失った従業員だけではなく，その周囲にいる従業員も，事業の

厳しさを学ぶこととなる。その結果，全社的に次にどうなるかはわからない，という危機感を常に

持ち合わせている。うまく行っている中でも，その先がどうなるかを担当者が常に考えなければな

らない。

このように変化に直面しているビジネスを扱っているため，自分たちも常に変わっていかなけれ

ばならない，と塚本氏は事があるたびに社員に啓蒙している。これは，自身の創業以来の様々な体

験から，身を持って学んだことでもある。立ち止まることが許されないビジネスだからこそ，走り

ながら，追いかけていくことが求められているのである。

だからこそ，従業員から新しい取り組みに挑戦したいという希望があれば，ノーとは言えないし，

言わない体制を取っていかなければならない。特に創業にかかわるような提案には，積極的にバッ

クアップするようにしているという。実際，設立以来，ノーを言ったのは，極めて特殊な状況であ

った１，２回であったという。常に挑戦し，発展し続けなければ生き残れない世界だからこそ，何

度でも起き上がろうとするマインドを持つ従業員を支えることこそが会社の役割であると塚本氏は

述べている。
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【お客様から情報をいただく】

新たなことに取り組んでいくためには，ビジネスに関連する新しい情報に常に触れていることも

大切となる。これまで，世界中のお客様と取引を継続し，信頼を獲得している中で，新しい技術や

サービスに，他の企業や最終消費者よりも先に情報を入手する機会に数多く恵まれてきた。現在う

まくいっていても，常に次の事業を考えざるをえない中で，新しい技術やサービスの情報を目の当

たりにすると，否が応でも敏感に反応せざるをえない。例えば，シリコンバレーの取引先から得ら

れた情報をきっかけに素早く対応することもあれば，今や，韓国，中国，ロシア，イスラエルなど

から多くのヒントをもらうこともあるという。

こうした状況にあるため，環境変化に素早く対応し，ビジネスが大きく拡大する前に，事前に特

別な営業チームを形成し，時代を先取りした活動が可能となる。昨今では，節電や売電にかかわる

環境関連ビジネスなど，いち早く手掛けることができたという。

【提案の機会の提供】

企業として，常に新しい事業を意識した展開をしていることに加え，従業員は，自分の担当の事

業に取り組みながらも，常に次の時代の事業について考えるクセが身についている。新たな事業を

思いつき，それが自分の中で「行ける」と思えば，いつでも提案できる制度が定着している。カン

ブリア宮殿の中では，スポーツ事業やカレー屋等が紹介されている。

このような自分の担当外の事業の提案は，通常業務が忙しすぎると，なかなか取り掛かりにくい。

残業が続くような状況が長引くと，従業員は疲弊するだけではなく，新たな取り組みへの意欲まで

失っていく。そのため，加賀電子では，残業なども基本的には強制せず，残業が続く場合には上司

と相談し，人の補充も含めて検討する。長期間，挑戦し続けるには，無理は禁物であり，体を優先

するよう現場に働きかけているという。コンピュータグラフィックスやゲーム関連のビジネスでは，

追い込みの時期には，ついつい長時間労働になりがちであるが，そのような場合では，その後しっ

かり体を休めるよう促している。

また，新たな事業を行うための必要な資金については，提案するレベルで企画書に資金を計上さ

せ，新規事業に向けた予算を計上させている。新たな事業が採択されれば，提案者が責任者となり，

運営を司ることとなる。

【新たな事業の提案は，既存事業とのシナジーを優先】

新たな事業への提案は，すでに事業として取り組んでいるエレクトロニクスかデジタル化，ある

いはその延長戦の ICT事業からのシナジーが生まれることが最優先される。逆に言えば，シナジ

ーが期待できるのであれば，何でも取り組むことが奨励されている。このような提案については，

先般の理由から，全社的にきわめて積極的にバックアップする体制が築かれており，足を引っ張る

ことはない。ただし事業開始後，３年で単年度黒字，５年で累損一掃とするルールを設けている。

いつまでも成長が期待できない事業へ投資することはなく，また，目標をしっかり定めることで，

資源を集中的に投資する効果も期待できる。

一見すると，ゴルフ関連から始まった加賀スポーツは，この基準から逸脱しているように見える。

しかし，ゴルフクラブは今や家電量販店で扱っていると共に，関連事業では，エレクトロニクスを

大いに活用している場面が多くみられる。例えば，フォームのチェックをデジタル技術で解析した
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り，自分にあったクラブを選ぶためのヘッドスピードの測定もエレクトロニクスの技術によるもの

である。ただ，エレクトロニクス関連であれ，どうせやるなら本格的なスポーツ事業として扱おう

というので，加賀スポーツとして展開することとなった。

ゴルフ関連では，練習場の照明設備の LED化にも取り組んだ。お客様から６割も電気代が下が

ったという喜びの声をいただくと，他の練習場へも営業がしやすくなり，ビジネスが拡大していっ

た。スポーツのデジタル化は，バッティングセンターにも活用されている。有名なプロ野球の投手

の映像を映し出しながら，多彩な球種，速度をコントロールするのもやはりエレクトロニクスとな

る。このように，スポーツやエンターテイメントは，波及するものが多く，現在，加賀電子の大き

な柱に成長している。

様々な領域に波及するからこそ，組織として新規事業を行う場合，様々な側面から支援が得られ

る。最初の提案は１人かもしれないが，ビジネスとして成長していく場合，何でも１人で背負いこ

まず，チームで取り組むことが勧められる。具体的には，資金面であったり，波及する事業への提

案である。このような組織的バックアップも，次の事業を常に考えていかなければならないからこ

そ，全社的に取り組んでいる。

その結果，新規事業の成功確率は５割近くにのぼる。そのため，近年では，多くの子会社を抱え

ることとなった。経緯として，子会社を設立してきたが，設立された子会社の中で，類似業種が増

えてきているのも事実である。これらを統合していくことが今後の課題となる。一方，シナジーが

考えられず，また，黒字化のルールをクリアできなかったカレー屋は，加賀電子としての投資は引

き揚げ，塚本氏の個人的な投資先として残している。

【求められる行動】

このように，新たな事業を展開する必然性があるとともに，全社的にバックアップする体制が整

っているため，指示待ちやいいなり人間では非常に困るという。人に言われたことしかしない人が

いる会社は，加賀電子ではなく，「いいなり電子」になってしまう。言い換えれば，新たな事業を

常に考えなければならないので，常に成長欲があり，自分の給料は自分で稼ぎ，自分のポストは自

分で見つける意識が求められる。この意識こそが加賀電子が発展し続ける原動力となっている。こ

のことを徹底させるために，４０年以上前から行動指針として示しているのが FYTの精神である。

Fは Flexibilityの Fであり，変化が激しい世の中で生き残っていくためには，常にフレキシビリ

ティが求められる。カメレオンのように市場の状況に自らの色を変えていかないといけない。Yは

Youngの Yである。業歴に関係なく，常に若さを保つことが，試行錯誤を繰り返すためには欠か

せない。最後の Tは Tryの Tである。常に挑戦し続ける姿勢こそが，不可欠なのである。

また，お客様からいただいた情報で事業を展開してきたので，「すべてはお客様のために」とい

うスローガンに基づき，そのためにあらゆるものをやろう，と呼びかけている。実際，業務用ゲー

ムから始まり，家庭用のファミコン，さらには，ファミコンのゲームのソフトの開発まで請け負う

ようになったのは，すべてお客様からの情報によるものであった。そのようなプロセスで獲得した

技術や情報は，その後，すぐに結びつかなくても，様々な技術や情報が波及した結果，新たなビジ

ネスへとつながるきっかけとなる。いつくるかわからないチャンスをいち早く獲得するために，可

能な限り獲得した技術を磨く姿勢を貫いている。
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【採用】

採用においても，面接で挑戦意欲の高い人材を獲得できるよう心掛けているという。職位の異な

る人との面接が最終までで４回程度行われている。面接を行う従業員は，様々な場面で新しいこと

に取り組み，多くの失敗を積み重ねてきているため，挑戦する覚悟のない志願者は，選抜されるこ

とは少ない。

また，何気ない日常の中においても，平穏な生活を期待するのではなく，刺激的な毎日を望む人

を採用したいと考えている。そのため，あまり異性に興味をもたない，草食系の人たちは不向きだ

という。異性に興味を持たないのは不自然であり，自分を取り巻く全てのものに興味を持つことが

仕事にも繋がると塚本氏は考えている。アフターファイブのノリも体育会系で，前向きで活発な活

動が目立っている。

【評価方法】

人事評価については，信賞必罰を徹底させている。成功した暁には，給料や賞与に直接反映され

る。具体的には，S，A＋，A，B＋，B・・・Eまで１１段階で評価される。通常通りの成績であれば，

Cとして評価される。また，特別な貢献が評価されると社長賞として最高１００万円が支給されると

いう。

実際は，C＋以上で評価される従業員が７割近くを占め，C以下は少数派だという。C以下とし

て評価されたからといって，悲観することも少なく，次回に挽回を期す従業員がほとんどである。

その背景には，前回の評価が次回に影響を及ぼすことがなく，C以下だからといって，次は Bや

Aとして評価されることが期待できるからである。長期にわたって Dとして評価されることは非

常に珍しいという。

また，信賞必罰のうち，９割程度は，プラス評価であり，マイナスに評価されるのは１割程度で

あるという。成功したことによるプラス評価の可能性が高いことも，挑戦意欲高揚に貢献している。

と同時に，マイナスに評価され，給与が減俸されてもその期間は半年であり，次の挑戦で挽回する

機会が，全員に公平に与えられていることも大きい。新規事業を立ち上げ，黒字化のルールに抵触

し，他の部署へ移されたとしても，組織として受け入れる雰囲気があり，気まずさは小さいという。

【人を育てる】

信賞必罰を徹底し，目に見える結果を評価する姿勢は，ともすると，短期的な行動のみを補強し

がちである。しかし，信賞必罰よりも，挑戦をする姿勢や信頼を得ることの重要性をことあるごと

にトップ自ら発信している。このように人間尊重の姿勢を貫き，性善説に則った行動をトップが実

践している。人は任せたら，悪いことなどしないものであり，担当者に一旦任せたら最後まで信頼

している。このような長期的な人の見かたと短期の活動を評価する制度が組み合わさって形成され

る社風で，新たなことに挑み続ける人材が育つという。

そのため，新規事業は，決して若い人達だけのものではなく，中堅層やベテランの従業員からも

提案されるという。このように，社内に常に新しい取り組みを目指す風土が形成されている。とと

もに，組織全体に前向きに取り組む姿勢が徹底されており，辞めていく人も少ないという。

また，人を育てることは，創業者の度量が問われているという。創業者が怒ったら，従業員は，

委縮して何もできなくなってしまう。小さなことは目をつむり，あくまでもプラス思考で人を評価
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することが人を育てることにつながっていく。これは，生来の楽天家であることが幸いしているこ

とに加え，そのために，気を使っていることを表面に出さないよう気を付けているという。塚本氏

は，子供の時分からの５人兄弟の三男としての経験や，若い頃から自分でビジネスを立ち上げ，何

度も危機に直面した経験と合わさり，我慢できるという。

【個人個人が結束した組織】

このように，個人の評価が深い洞察のもと徹底されているのは，かつてのビジネスでは個人ベー

スの活動が求められており，その結果の集積が組織の結果に直結していたからである。つまり，エ

レクトロニクス関連の部品を仕入れ，組立加工企業へ売っていく活動は，ほとんど個人の取り組み

の範疇で行われ，組織的に取り組む必然性が少なかった。そのため，加賀電子は，野武士集団のよ

うだと評価されていたという。

しかし，現在は，ビジネスの規模が大きくなり，組織で戦かわなければいけない場面が増えてき

たという。仕入れ先や納入先については，まとまった注文をすることで，コスト削減につながって

いく。また，これから多くの事業へ波及させ，幅広い展開が期待されるような事業を手掛ける場合

も，個人で活動することが難しい。グローバルに広がったビジネスは，情報を共有することで，も

っと安いもの，もっと質の高いもの，そして何よりも新しいビジネスのヒントを得ることができる

ようになる。そのため，今は，組織で戦うことを考えているという。

一方で，ビジネスの基本は，あくまでも個人個人がしっかり仕事に取り組むことである。規模が

大きくなると，管理主導になりがちになってしまう。そうならないよう個人尊重の姿勢を維持して

いるという。優秀な人材がチームに入ることで，チームが活性化する。加賀電子の収益源は，機関

車となる営業活動であり，稼いでくる人を高く評価し，活動しやすくすることが欠かせない。だか

ら信賞必罰を明確に位置付けている。

【ビジネスの要は人】

ビジネスは利益を出していかなければいけないので，ついついお金の大切さを追求しがちとなっ

てしまう。しかし，塚本氏は，両親からお金は大切だが，お金ほど人をダメにするものはないと教

えられると共に，お金で人生が狂ってしまった人達を数多く見てきた。そのため，人を中心にした

考え方でビジネスを運営している。例えば，何をやっているのか，どのようにやっているのか，ど

のくらい利益がでているのか，など従業員が気になる情報はすべて公開し，ガラス張りの経営をし

ている。これも人が協力しないと会社は運営できない，会社はみんなのためにあるものであるとい

う姿勢の表れである。

人生，仕事をしていれば，職場はもっとも多くの時間を費やす場所となる。いわば，職場は，人

生の思い出が詰まっており，会社は，人にとって思い出づくりのためにあるようなものである，と

塚本氏はいう。そのように考えれば，失敗も良い思い出になるようにしなくてはならない。思い出

を語りながらおいしいお酒が飲めればよいのではないかという。失敗を良い思い出にするには，失

敗を活かし，その後それなりの仕事をしていないといけない。新規事業提案がなされ，子会社設立

までたどり着くと，社長と役員が必要となる。数多くの子会社が作られると，多くの社長と役員が

生まれる。これも，従業員にとっては，良い思い出となるであろう。良い思い出によって彩られた

人生を歩むことで社員は成長する。このような社員の成長がなければ，会社の発展はない，と塚本
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氏はいう。

【インタビュー情報】

インタビュー日時 ２０１３年９月４日 １０：３０－１１：４５ 於：加賀電子株式会社本社

インタビュイー：代表取締役会長 塚本勲氏

管理本部広報室室長 滝澤淳浩氏

インタビュアー：馬塲杉夫

行天菜帆（専修大学経営学部４年生）

【加賀電子株式会社（２０１３年３月３１日現在）】

設 立 １９６８年９月１２日

代表取締役会長 塚本勲氏

代表取締役社長 塚本外茂久氏

資本金 １２１億３３００万円

グループ会社 ５０社（国内２４社，海外２６社）

従業員数 グループ（連結）：５０４８名，単体：６０９名

本社所在地：東京都千代田区外神田３―１２―８

【インタビュー内容の引用・参考文献】

加賀電子株式会社 HP http : //www.taxan.co.jp/index.html

加賀電子グループ Corporate Profile，２０１３．４

２００９／４／２０放送，カンブリア宮殿，加賀電子株式会社塚本勲会長

皆木和義『おこぜ流経営学』日経 BPマーケティング，２００３

４．まとめ

本稿では，持続的に価値を創造する仕組みの中で，グローバルに展開し，グループとしての一体

感を醸成しながら，個人の挑戦意欲を促し，新たな価値の創造を続けている事例について探ってき

た。いくつかの発見や課題を指摘しながら，今後の研究に役立てていきたい。

昨今の経営環境のように，環境変化が激しくなるとともに，他事業やグローバルに展開すると，

企業は一般的に分権化をはかり，意思決定のスピードを速める傾向にある。集権的取り組みでは，

判断が遅れ，ビジネスチャンスを逸する可能性が高くなるからである。しかしながら，分権化は，

グループ全体の求心力を失いがちである。意思決定の権限が与えられ，現場での自由度が増し，現

場で独自の判断が認められることで，機動力が高まる反面，本社の意思と少しずつギャップが生じ

る可能性が高まる。小さなズレが積み重なると，次第に本社の意向と異なる判断を繰り返し，結果

として本社から離れていくこととなる。

このような問題に対して，両社とも根底では，雇用の尊重を大きく掲げ，求心力の低下を防いで

いるように感じられた。単に雇用を守るということだけではなく，雇用を守ることによって醸成さ

れる全社的な一体感が形成されている。本社への求心力というよりは，組織全体への帰属意識の高
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まりが感じられた。

そのため，長期雇用が実現され，将来を展望した人材育成をしやすい環境が整っていると言えよ

う。経営環境が厳しくなる中で，将来必要な人材を内部でしっかりと育成することが可能となって

いる。

一方で，外部からの人材の採用を閉ざしているようには感じられない。矢�総業では，M&Aを

展開し，海外人材の補充に積極的である。また，加賀電子においても，中核を担っている人材の中

には，中途採用した者も少なくない。

これらのことに鑑みると，両社において共通しているのは，雇用というよりもむしろ，従業員重

視の姿勢と言えよう。従業員全体ではなく，個人個人の生活や活動を長期的展望のもと徹底的に尊

重する仕組みが数多く存在している。長期間，従業員が組織の中で活動するためには，生活と一体

となった取り組みが欠かせない。矢�総業の手厚い福利厚生はそのことを反映させたものであろう。
また，長期間働くことで，成功もあれば，失敗も当然ある。成功と失敗を区別するためには，信賞

必罰は欠かせない。しかし，失敗に対するダメージが長引くことは，次の成功を阻むことになって

しまう。その意味で，加賀電子の敗者復活の仕組みは合理的なものと言える。そして，加賀電子の

塚本会長の「人が好き」ということが後押しし，従業員一人ひとりの帰属意識の高揚に結びついて

いるように感じられた。

両社の中で醸成された組織的一体感は，ともすると時差が生じる可能性がある。環境変化によっ

て戦略を変更するスピードと組織や組織の風土，従業員が変わっていくスピードが異なるからであ

る（馬塲［２０１０］）。人間は学習する存在であるがために，急激に変化することはできない。学びな

がらゆっくりと変わっていく。人間によって構成されている組織もその影響を受ける。人間の意識

が集まって形成される組織風土も同様である。一方，戦略は，環境変化に迅速に対応しなければな

らない。雇用を尊重した一体感は，従業員へ安心感をもたらし，学ぶ機会を豊富に与える効果があ

ると思われる。反面，組織が同質化し過ぎると，外部の変化に対応することは困難となる。組織構

成員の多様性が不可欠となろう。また，同質化を避ける意味でも，個人のたゆまぬ挑戦も欠かせな

い。

変化へ適応するとともに，独特の一体感を保つ風土が，両社の強みとなるが，この風土を常に新

鮮な状態で維持できるかが気がかりである。文化や風土は，意図的に形成することが困難であると

ともに，常に陳腐化するリスクが伴っているからである。また，新規採用者の風土への順応も課題

となろう。風土に合った人材は，現状では，組織とフィットし，活躍が期待できる。反面，同じよ

うな人材ばかりを採用し続けることになると，多様性を失い，風土の陳腐化を招き，やがて活力を

失うこととなる。二律背反の事象をどのように融合させるか，という問題は，企業組織に常に課さ

れている。

注

１）１９９５年より「戦略経営研究グループ」は，日本の上場製造業に対して継続的に調査しており，筆者は初回より参

加している。その調査報告書は主として『三田商学研究』に随時掲載してきたが，２０１１年のデータを中心とした論

文は，十川廣國，青木幹喜，神戸和雄，遠藤健哉，馬塲杉夫，清水馨，今野喜文，山崎秀雄，山田敏之，坂本義和，

周炫宗，横尾陽道［２０１２］に掲載されている。
２）Mintzberg，他［１９８５］［１９９８］の「意図的戦略と創発的戦略」，あるいは，Burgelman［１９９１］の「誘発的戦略と
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自律的戦略」を参考にしている。
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